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総務委員会会議録 

 

平成２７年３月１３日（金） 

（開 会） １０：００ 

（閉 会） １３：５３ 

案  件 

１．議案第１０号 平成２６年度飯塚市一般会計補正予算（第８号） 

２．議案第８４号 平成２６年度飯塚市一般会計補正予算（第９号） 

３．議案第３１号 飯塚市市民自治基本条例 

４．議案第３２号 飯塚市総合計画策定条例 

５．議案第３３号 飯塚市名誉市民条例 

６．議案第３４号 飯塚市行政手続条例の一部を改正する条例 

７．議案第３５号 飯塚市職員定数条例等の一部を改正する等の条例 

８．議案第３６号 飯塚市事務分掌条例の一部を改正する条例 

９．議案第３７号 飯塚市特別職の職員等の給料の支給の特例に関する条例の一部を改正する条例 

10．議案第３８号 飯塚市特別会計設置条例の一部を改正する条例 

11．議案第４０号 飯塚市財政調整基金条例及び飯塚市減債基金条例の一部を改正する条例 

12．議案第４２号 飯塚市教育長の職務に専念する義務の特例に関する条例 

13．議案第４４号 飯塚市集会所及び生活館条例の一部を改正する条例 

14．議案第５７号 財産の譲渡（上勢田自治公民館建物） 

15．議案第５８号 財産の譲渡（鹿毛馬上自治公民館建物） 

16．議案第５９号 財産の譲渡（小峠自治公民館建物） 

17．議案第６０号 財産の譲渡（六反畑自治公民館建物） 

18．議案第６１号 財産の譲渡（石丸自治公民館建物） 

19．議案第６２号 財産の譲渡（石丸団地１自治公民館建物） 

20．議案第６５号 財産の取得（暮らし・にぎわい再生事業施設建築物の健幸プラザ（仮称）用床） 

21．議案第６６号 財産の取得（吉原町１番地区第一種市街地再開発事業施設建築物の保留床） 

22．議案第６８号 福岡県市町村職員退職手当組合規約の変更 

23．議案第６９号 飯塚地区消防組合規約の変更 

24．議案第８５号 飯塚市教育長の休暇、勤務時間等に関する条例 

25．議案第８６号 飯塚市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 

【 報告事項 】 

１．飯塚市中心市街地活性化の取組み状況について      （中心市街地活性化推進課） 

２．アメリカ合衆国サニーベール市との友好交流について         （総合政策課） 

３．飯塚市人権・同和問題実態調査報告書について          （人権同和政策課） 

４．臨時福祉給付金の支給状況について          （臨時福祉給付金支給業務室） 

５．手持ち工事の取扱いにおける特例措置（時限措置）の導入について     （契約課） 

６．飯塚市内の４年制大学における期日前投票所の設置について （選挙管理委員会事務局） 

                                          

○委員長 

 ただいまから総務委員会を開会いたします。 

「議案第１０号 平成２６年度飯塚市一般会計補正予算（第８号）」を議題といたします。

執行部の補足説明を求めます。 

○財政課長 
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「議案第１０号 平成２６年度飯塚市一般会計補正予算（第８号）」につきましては、別に

配布いたしております「補正予算資料」により概要を説明させていただきます。 

１ページをお願いいたします。今回の補正につきましては、一般会計で３億３６８３万７千

円を追加いたしまして、補正後の予算総額を６９８億５７６１万３千円とするもので、表の下

に記載しておりますように、今後見込まれます所要額と、債権の一部売却に伴う収支を計上す

るため補正するものでございます。 

次の２ページ以降に補正予算の概要を費目ごとにまとめ、左側に予算書のページを記載いた

しております。その主なものについてご説明いたします。 

まず、歳入の国庫支出金につきましては、国の補助対象事業費の前倒しに伴い道路補修事業

の補助金を計上いたしております。 

財産収入では、債券の一部売却に伴う償還益を計上いたしております。 

繰入金につきましては、介護サービス事業特別会計および特別養護老人ホーム運営基金の廃

止に伴い、その剰余金を一般会計で受け入れるため、介護サービス事業特別会計繰入金を計上

いたしております。 

市債につきましては、国の補助対象事業費の前倒しに伴い道路補修事業の財源として追加す

るものでございます。 

次に、歳出についてご説明いたします。 

総務費の財産管理費では、先ほど申し上げました債券の一部売却に伴う償還益等を財政調整

基金および減債基金に積み立てるため追加するものでございます。 

減債基金につきましては、財源調整のため、１億９８６０万円を追加いたしております。 

民生費、高齢者福祉費では、特別養護老人ホーム筑穂桜の園の廃止に伴い、介護サービス事

業特別会計を本年３月３１日で廃止いたしますことから、３月分の指定管理委託料を出納整理

期間中に一般会計で支払うため補正するものでございます。 

農林水産業費、農業施設費では、債券の一部売却に伴う償還益をかんがい施設整備基金に積

み立てるため補正するものでございます。 

土木費、道路橋りょう維持費の道路補修事業費では、国の補助対象事業費の前倒しに伴い、

平成２７年度予定の柏の森・上三緒線道路補修工事費を追加するものでございます。 

下水道費の浸水対策事業費では、熊添川流域調整池新設事業において、上流域住民との調整

に時間を要し工事を中断したために生じた請負業者への損失補償費を計上するものでございま

す。 

３ページをお願いいたします。繰越明許費の補正につきましては、水道事業会計補助金から

穂波Ｂ＆Ｇ海洋センターウォーキングコース改修工事までの１０件の事業につきまして、年度

内の完了が見込めないため追加するものでございます。 

また、住基等基幹業務システム改造委託料につきましても、年度内の完了が見込めないため、

変更するものでございます。 

債務負担行為では、財産購入費の土地開発公社委託分の上三緒川島４号線道路敷から飯塚駅

前広場整備事業用地敷の期間および限度額を変更するものでございます。 

鎮西地区児童館建設事業用地購入費以下４件は事業費を変更するものでございます。 

６ページ以降に、今回の補正に係る歳入・歳出予算額の推移表および市債・基金の状況表を

添付しております。内容の説明につきましては省略させていただきます。 

以上で、補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 
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討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第１０号 平成２６年度飯塚市一般会計補正予算（第８号）」につ

いて、原案のとおり可決することにご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

「議案第８４号 平成２６年度飯塚市一般会計補正予算（第９号）」を議題といたします。

執行部の補足説明を求めます。 

○財政課長 

「議案第８４号 平成２６年度飯塚市一般会計補正予算（第９号）」につきましては、別に

配布いたしております「補正予算資料」、下に一般会計予算（第９号）と記載しておりますが、

これより概要を説明させていただきます。それと本日、地方への好循環拡大に向けた緊急経済

対策と抜粋の資料をお配りしておりますけども、これをあわせて見ていただくようにお願いし

ます。 

１ページをお願いいたします。今回の補正につきましては、一般会計で３億９１６３万４千

円を追加いたしまして、補正後の予算総額を７０２億４９２４万７千円とするもので、表の下

に記載しておりますように､本年２月に可決成立いたしました国の補正予算（第１号）に伴う

関連事業等を実施する経費を計上するものでございます。 

なお、本補正予算と平成２７年度当初予算とに重複して計上されている事業がございますが、

この重複分につきましては、新年度補正予算において調整をさせていただきたいと考えており

ます。なお、先ほど言いましたが、資料を提出させていただいております。これにより説明を

いたします。 

この別資料の１ページをお願いいたします。国の補正予算におきまして、「地方への好循環

拡大に向けた緊急経済対策」において位置づけられたことを踏まえ、「地域住民生活等緊急支

援のための交付金」が創設されました。 

次の２ページには、「平成２６年度の地方創生関係予算について」の概要が示されています。 

３ページをお願いします。ただいま申し上げました交付金につきましては、地方公共団体が

実施する地域における消費喚起策や、これに直接効果を有する生活支援策に対し支援されます

「地域消費喚起・生活支援型」と、地方公共団体による地方版総合戦略の早期かつ有効な策定

と、これに関する優良施策等の実施に対し支援されます「地方創生先行型」、この２つの形が

ございます。今回はこの交付金を活用いたしまして実施するために補正予算に計上するもので

ございます。 

４ページには交付の考え方の記載がございます。内容の説明は省略させていただきます。 

なお、今回活用いたします国の交付金につきましては、平成２７年３月末の交付決定に基づ

いて実施することとなりますことから、申請ベースとなりますのでご了承願いたいと思います。 

それでは、概要書に戻っていただきまして、２ページ以降に補正予算の概要を費目ごとにま

とめ、左側に予算書のページを記載いたしておりますので、参考にしていただきたいと思いま

す。また、歳出の欄の各事業費の横に米印で、ただいま申し上げました「消費喚起・生活支援

型」と「地方創生先行型」を区別して記載いたしております。 

まず、歳入の国庫支出金につきましては、今回補正予算として計上いたしております事業の

財源として、国の地域住民生活等緊急支援のための交付金を合計で３億４９７９万９千円を計

上いたしております。なお、事業費ベースでは、４億５３６１万４千円となっております。 

次に、歳出についてご説明いたします。総務費の財産管理費では、減債基金積立金を

８２１３万４千円減額し、一般財源の調整をいたしております。 
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企画費のその他の企画費では、まち・ひと・しごと創生法に基づき本市の総合戦略を策定す

るもので、策定支援委託料などを計上いたしております。 

地域振興費のその他の地域振興費では、買物弱者等の地域課題を解決するため、各地域の実

情に即した事業の実践に向けて、地域づくり推進員を市内１２カ所に配置する経費を計上いた

しております。 

人権同和推進費の人権啓発センター・同和会館整備事業費では、今回の地域活性化・地域住

民等緊急支援交付金事業ではございませんが、国の補正予算によります県補助事業が採択され

ますことから、平成２７年度計画事業の前倒しとして県補助金４分の３を活用いたしまして、

穂波人権啓発センターの改修工事を行う経費を計上いたしております。 

民生費、高齢者福祉費のその他の高齢者福祉費では、地域の包括的な支援・サービス体制の

構築を推進するための拠点を整備するため、地域包括ケア拠点構築委託料を計上いたしており

ます。 

青尐年対策費の子育て支援事業費では、１８歳未満のいる世帯の中で第３子以上がいる多子

世帯に子育ての支援としまして、１万２千円の商品券を交付するための経費を計上いたしてお

ります。 

衛生費、環境対策費のその他の環境対策費の住宅太陽光発電システム設置費補助金は、当初

予算で計上いたしております額と同額を計上いたしておりますが、市民が市内業者により設置

した場合に設置費用の一部を補助することといたしております。 

農林水産業費、農業振興費のがんばる農業応援事業費は、平成２７年度当初予算と同額を計

上いたしております。 

３ページをお願いいたします。商工費、商工業振興費の商工業振興事業費では、地域活性化

商品券発行に対する補助金で、当初予算では、１０％のプレミアム付き２万冊、発行額面２億

２千万円を計上いたしておりますが、今回の補正では、額面１万２千円分を１万円で、２０％

のプレミアム付きを販売いたしまして、５万冊で発行額面総額６億円を予定しております。ま

た、１人当たり購入限度額は、従来分では５万円ですが、今回の交付金事業では１０万円を予

定いたしております。なお、今回は、実施主体分の負担はなく、県負担分以外は市の負担とな

りますが、全額交付金を充当することといたしております。 

企業立地促進補助金は、平成２７年度当初予算と同額を計上いたしております。 

ふるさと名物商品販売促進活動支援事業費補助金は、福岡県が行います「ふるさと名物商品

事業」の商品に選定された事業者の販売促進活動の費用を負担し、域外消費を喚起し、市内商

工業の活性化を図るものでございます。 

地域消費喚起事業費補助金は、飯塚市内のフリーペーパーを発行している発行業者が各自実

施する食事割引券交付等の食事に特化した消費の喚起事業に対して補助金を交付するものでご

ざいます。 

産学連携推進費の中小企業ものづくり連携支援事業費補助金は、共有で利用できる試作品開

発スペースを確保し、設備の提供および人材育成事業を行う企業等を支援するための経費を補

助するものでございます。 

観光費、観光振興費の観光客集客推進事業費では、外国人観光客をはじめ新たな観光客獲得

のため、旧伊藤伝右衛門邸を核として市内観光に回遊性を持たせるための広告、案内表示板、

観光案内機器作成に係る経費を計上するものでございます。 

土木費、土木総務費のその他の土木総務費では、従来実施しておりました住宅リフォーム補

助金２００件、２千万円を、４００件、４千万円に拡充いたしております。 

次に、繰越明許費の補正ですが、国の補正予算に伴います前倒し事業であり、年度内の完了

が見込まれないため、総合戦略策定事業以下１４件を追加いたしております。 

５ページ以降に、今回の補正に係る歳入・歳出予算額の推移表および市債・基金の状況表を
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添付いたしております。内容の説明につきましては省略させていただきます。 

以上で、補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○田中裕二委員 

 １点だけ確認させていただきたいんですけれども、プレミアム商品券について、先の議会で

質問をいたしましたけども、その中で、今回５万冊を発行されるということでございますが、

いつごろ発行されるご予定にされているのか、お尋ねをいたします。 

○商工観光課長 

 発行時期としましては、いま商工会議所、商工会等で検討しているところでございますが、

いま予定としましては、７月の中旪頃を一応予定といたしております。これは６カ月間で一応

使い切るという形になりますので、年明けの１月中旪ぐらいまで使えるような形で、大体７月

中旪頃の発行を予定いたしております。 

○委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

○兼本委員 

 企画費の総合戦略策定事業費で、本市の総合戦略を策定するということで上がっております

が、具体的にどのような方向で進むのか、内容がわかれば、若干説明してください。 

○総合政策課長 

 この総合戦略につきましては、基本的に基礎データ、人口ビジョンにかかる基礎データ等々

につきまして、委託を行ってまいるものでございます。それから産学官金労ということで、い

ろんな団体からのアドバイス、検討等を行う必要がありますことから、そういった組織を編成

いたします。あわせましてアドバイザーということで、有識者等々からのアドバイスをいただ

くことで、謝礼金等について計上をさせていただいております。 

○兼本委員 

 飯塚市の、いま現在に発展させるために、どういう問題点があるかというような点はですね、

やっぱり改めてそういうものを出しながら、やっていかないと、ただペーパーだけでずっとや

ったとしても、何もならないと思うんですよね。だから、ちょっと飛びますけど、観光費の観

光客集客事業の中で、案内板の掲示とかそういうものがあっておりますけどね、今度、西鉄が

伊藤伝右衛門邸のほうにバスをですね、乗り換えなくても行けるというような形で、この間、

新聞報道があっておりましたよね。だから、そういう形で来るとですね、いま問題点としては、

その前の福岡県の名物を売りなさいというような形もあるわけですけど、今あそこに何が足り

ないかというと、お土産を買う所がないことと、食事する所がないわけですよね。これは大き

な問題点やろうと思います。だからそういう形のものでね、地方創生ということで、人を呼び

込むということにすれば、そういうふうな問題点もね、やっぱりあそこで、例えばどこかの前

の家を市が借り上げて、そして家賃はもう安くして、そのプロポーザルみたいな形の中で、お

土産屋をするとか、食堂をするとかいう人を呼んでね、そういう形でやると、またリピーター

等もまたふえてくるじゃなかろうと思うわけですね。今度、ＮＨＫのドラマとかそういうもの

があって、一時的に観光客がずっとふえましたけどね、今後これがずっと続くかとどうかとい

うことはわからんわけですからね。そういう形をすると、特に外国人を呼ぶということになれ

ばね、そういう形のものをターゲットにするということになれば、そういう人たち向きにお土

産とか食事とかいうようなものもやっていくことによって、あの地域の発展も出てくると思う

わけですね。だからそういうものをね、これはもうハード事業でなくて、あれでやるわけです

からね、そういう問題点を出しながらね、そして創生というようなものをやっていかないと、

ただ飯塚市を全然知らない人が地方創生をやろうたって、わからんわけよね、問題点もわから
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んわけやからね。ただペーパーだけでずっとやって、そして紙に書いてこうやりますよという

形じゃね、いくらソフト事業といってもね、地方創生にはならないと思いますので、そこのと

ころはやっぱりよく今後、伊藤伝右衛門邸を核ということにするならば、西鉄バスも直行でや

るというような形で、乗り換えなくても直通やりますよということで、西鉄も応援してくれて

いるわけですから、じゃあ地元の自治体としても、いま問題点は何があるかというと、そうい

うことが大きな問題点やろうと思うんですよ。だから、そういうお土産とか食事する所をね、

民間にしなさいと言ってもなかなか難しいから、やっぱりそういうものにこそ行政がやはり力

を貸しながらやっていくというようなスタンスも、大事なことだろうと思いますので、その点

をよくやっていただきたいと思います。 

それと次に、地域づくり推進員謝礼金ということで、買い物弱者の地域課題を解決するため、

各地域の実情に即した事業の実践に向けた推進員を１２カ所に配置するということですが、

１２カ所というのは、どことどことどこか。そして、どういうふうなことをやるのか、もう尐

し具体的に説明してください。 

○まちづくり推進課長 

 市内１２地区と申しますのは、現在まちづくり協議会が設置されておりますこの１２地区を

指しております。具体的なですね、業務と言いますか、それぞれの地区の方を雇用いたしまし

て、その地域の実態に応じた買い物、例えば筑穂地区とか頴田地区はなかなか買い物をする場

所がないということで、買い物できるような拠点づくりを目指すと、また街なかにおいては、

今度は、例えば買い物を行けない人にとって、代わりにお店まで買いに行って配達をするとか、

その地域の実情に応じた形でですね、取り組みをしていく意味合いのマネージャーを設置する

予定でございます。 

○兼本委員 

 旧の郡部のところについては、買い物の拠点をということは、新しくお店を新設するという

ことですか。 

○まちづくり推進課長 

 設置する場所につきましては、まだ確定しておりませんが、場所によっては新たに場所を設

置して、そこを拠点にということもあるし、移動販売という方法も考えております。 

○兼本委員 

 店舗を設置するということは事業者がいるわけですからね。だから、だんだん地域ではそう

いう店舗がなくなってきているわけですよね。それに事業所を設置しろと言っても、これは無

理な話やろうと思うんです。だから、いま言われたように移動販売、これはこの間もテレビで

あっていましたけど、スーパーと提携して移動販売をやるとかね、そんなのがあるんですよ、

新たな事業ビジネスとしてね。そういうものも、今いろんなところで取り入れてやっているわ

けです。だから、そういう形のものでね、ただ１人ずっとおって、置いてますよと。だから何

かあるときは、電話ででも何か言ってもらったら対応しますよでは、置く意味がないんですよ。

だからどういうふうにやるかということをね、置くためにはどういうことをやるかということ

を、まず事前に決めて置かないと、ただ地区公民館に、例えば１人置いていますよと。だから

どうぞ使ってくださいと言っても、一般の市民の方が、何々を買いたいけどどうしたらいいで

すかというような電話はしないと思うんですよ。だから、やはり置く以上は、どういうふうに

やるかということを、きちっと決めておかないといかんと思うんですけどね。だからその地域

で、例えば買い物に行けない人、代わりに買い物してあげますよという方、じゃあ、その人た

ちがどのくらいおるかということを掌握しないといかんでしょう。だから置くのは簡単やけど

ね、実際に運用するということは非常に困難だと思うんですけどね。もう尐しそこのところは

どういうふうな取り組みでやるかということについて、これは新しい事業ですからね、非常に

良いことだと思うんですよ。地元のそういうふうな買い物弱者にとってはね。それと店舗のな
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いところにとっては非常にありがたい事業だと思うんですけど、ただ１人置いたからというだ

けでは、だめだと思うんですよね。だから、具体的にもう尐しどういうふうにやりたいかとい

うことを、あなた方担当でやるんだったら、ちょっと意気込みを示してください。 

○まちづくり推進課長 

 いま質問委員言われますとおり、まだ細かいところまでの詰めはできておりません。例えば、

どれぐらいの需要があるかというのはまだ決まっておりません。これにつきましては、地域の

民生委員さんとか福祉委員さんを通じて、どれぐらいターゲットがあるか、こういうことにつ

いてはですね、予算が通りましたら、それについては年度当初から早急に調査をしていって取

り組んでいくようにするつもりでおります。 

○兼本委員 

 地区によっては１人じゃ足りないところもあると思うんですよね。だから、地域地域によっ

て、例えばここは２人置かなければならないというようなところもあると思うんですよ。限ら

れた予算ですから、しかし、国も地方創生で新しい予算を付けてやっているわけで、これにの

っとってやるわけですからね。だからそういうふうな実情をやはりまず把握して、そしてこの

方たちが謝礼金ということで、大きな金額ではないと思うんですけど、いくらかの謝礼をしな

がら、半分ボランティアみたいな形でやってくださいということになるんだろうと思いますけ

ど、だけど、そういうものをするんだったら、例えば買い物であれば、筑穂支所に小さいカフ

ェをつくってやっていますよね。ああいうところに品物を置くとかいうのはできると思うんで

すよ。だけど普通の公民館に品物を置くということは、なかなか難しいわけですからね。だか

らそういうふうなものもありますからね、やっぱり簡単に置きますから、どうぞ利用してくだ

さいと言っても、ただ予算を付けただけになると思いますので、大変なことだろうと思います

ので、しっかり頑張ってやってください。これが活用できれば、市民はものすごく喜びますよ。

だから大きな目玉と思いますのでね、しっかりやってください。 

○委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

（ な  し ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第８４号 平成２６年度飯塚市一般会計補正予算（第９号）」につ

いて、原案のとおり可決することにご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

暫時休憩いたします。 

休 憩 １０：２９ 

再 開 １０：３０ 

委員会を再開いたします。 

「議案第３１号 飯塚市市民自治基本条例」を議題といたします。執行部の補足説明を求め

ます。 

○総合政策課長 

「議案第３１号 飯塚市市民自治基本条例」につきまして補足説明をいたします。議案書の

１ページから８ページをお願いいたします。また、別冊でお配りしております「飯塚市市民自

治基本条例(案) 解説」、ホッチキス止めでお配りをしておりますが、こちらのほうもあわせ

てお願いいたします。なお、本日、この条例案全体の構成イメージといたしまして、色刷りの
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Ａ４横、１枚を別途配布させていただいておりますので、こちらのほうもご参照方よろしくお

願いいたします。Ａ４カラー刷りの横の表でございます。 

それでは、この色刷りのＡ４横のイメージ図のほうをお願いいたします。左上の黒枠のほう

に「全体の構成」といたしまして、本条例案の前文から第３２条までの条文を、４つの項目に

分類し、色分けにより、条文の構成を記載しておりますので、ご参照方よろしくお願いします。 

まず、１番上の基本的事項といたしまして、前文及び第１条からは第５条までを黒色でお示

しをさせていただいております。次に、市民参画の推進といたしまして、第６条から第１４条

までを緑色で表示させていただいております。次に、議会、行政の役割と責務等に関しまして、

第１５条から第１９条までを赤い色でお示ししております。最後に市政運営の基本ということ

で、第２０条から第３２条までを青色で、図の下ほどに黒枠で表示をさせていただいておりま

す。 

それでは、本条例案の策定の目的、経過につきまして、若干ご説明をさせていただきます。

飯塚市市民自治基本条例につきましては、ただいまのイメージ図にもございますとおり、本市

の自治や協働のまちづくりを推進するため、市民の権利と責務、議会・行政の役割と責務を明

らかにする、基本的ルールを定めようとするものでございまして、平成２５年１２月１９日に

「飯塚市自治基本条例策定委員会」からの答申を受けまして、その後、答申案に対します市民

意見の公募、また市議会の皆様のご意見をいただき、それらを勘案いたしまして、事務局にて

条文案を作成し、市内１２地区での説明会の開催、あるいは市民向け出前講座、関係団体等と

の勉強会、研修会などを実施してまいったところでございます。このような中で、皆様からい

ただきましたご意見、ご質問、ご指摘を受けまして、策定委員会の答申内容、あるいはその趣

旨を踏まえつつ、このたびこの条例案を作成いたしましたので、ご審議方よろしくお願いした

いと思っております。 

それでは、条例案の主な内容につきまして、ご説明をさせていただきますが、詳細につきま

しては、先ほど申し上げました別冊の資料のほうに各条文の下に解説ということで説明をさせ

ていただいておりますので、詳細につきましては、省略させていただきたいと存じますので、

よろしくお願いいたします。 

それでは、この解説とＡ４横のイメージ図のほうをご覧いただきたいと思います。この条例

案の主なポイントといたしましては、５点ございます。 

１点目といたしまして、自治のまちづくりに関する「最高規範」であることを規定しており

ます。市民の権利と責務、議会・市長等の役割と責務を明らかにしまして、自主自立のまちづ

くりに取り組むための基本的ルールとしての性格を有するものといたしまして、まず前文にお

いて最高規範である旨を記載し、また第５条（この条例の位置づけ）において、「他の条例や

規則などの制定改廃においては、本条例との整合性を確保すること」、また、最後の第３２条

におきまして、（条例の見直し）ということで、「本条例の施行状況を勘案して、検討の上、

必要な措置を講じること」などによりまして、最高規範と位置づけているところでございます。

この内容につきましては、お手元に配布させていただいております別冊資料の２ページ、

３ページに、前文に関して記載をいたしまして、第５条の位置づけにつきましては、８ページ

の上段に記載をさせていただいております。３２条につきましては、最終ページにその内容に

ついて記載をしておりますので、ご参照方よろしくお願いいたします。 

次に、第２点目でございます。第２点目のポイントといたしましては、「情報の共有」でご

ざいまして、市民主役のまちづくりを推進するため、まちづくりに関する情報を市民、議会、

行政が共有することが重要であるということから、第４条（基本原則）、第６条（市民の権

利）、第１３条（情報の共有）、あるいは第１４条（情報公開）などの条文において規定をい

たしております。別冊の資料におきましては、７ページに第４条（基本原則）というのを掲げ

ており、８ページに第６条（市民の権利）、続きまして１３条（情報共有）、１４条の（情報
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公開）は１６ページのほうに記載をさせていただいております。 

次に、第３点目でございます。３点目は「協働」でございます。自治の主体である市民、議

会、行政が、お互いを理解し尊重することで、それぞれが相互に補い合い、協力して、まちづ

くりを行うことを基本原則といたしております。別冊資料につきましては、先ほどと同じく

７ページの第４条(基本原則)に規定いたしております。 

第４点目でございます。４点目は、「市民参画」であり、「市民主役のまちづくり」を推進

するために、市民参画の機会を整備し、市民意識の高揚を図ることが重要でございます。別冊

の資料では、８ページ、それから９ページに記載しております第６条（市民の権利）、第７条

（市民の責務）に規定をいたしておりますとおり、市民は全て個人として等しく人権が尊重さ

れ、それぞれの立場が尊重された上で、市政に参加すること、また、事業者においても地域社

会の一員として、地域社会の維持及び発展に寄与するよう規定をいたしておるところでござい

ます。その他市民参画に関する関係条文といたしましては、別冊の１３ページ第１０条に（市

民参加）がございます。１４ページの第１１条には（男女共同参画）、そして１５ページには

第１２条（住民投票）ということで、本市におきましては事案ごとに投票の実施の有無を含め、

投票資格、あるいは条件、成立要件など、別に条例を定めて住民投票を行うという「個別型」

という形で規定をしておるところでございます。 

最後に、第５点目でございます。第５点目は、「まちづくり協議会」でございます。別冊資

料の１２ページのほうをよろしくお願いいたします。１２ページ、第９条におきまして規定し

ておりますとおり、協働のまちづくりを推進していくため、市内１２地区に設立されました

「まちづくり協議会」、協働のまちづくりを推進する地域の中核的なコミュニティとにして、

市長等との対等なパートナーという形で位置づけられておりまして、協議会の自律性、主体性

を尊重し、その活動に応じた支援を行うことといたしておるところでございます。 

以上、５つのポイントによりまして、「飯塚市市民自治基本条例案」を作成いたしておりま

すので、ご審議方よろしくお願いいたします。 

最後に、議案書のほうをお願いいたします。施行日関係でございます。議案書の７ページで

ございます。こちら附則におきまして、施行日を平成２７年４月１日といたしまして、附則第

２項において「飯塚市附属機関の設置に関する条例」の一部を改正いたしまして、市長の部に

おいて、「飯塚市自治基本条例策定委員会」を廃止するものといたしておるとこでございます。

議案書の８ページに新旧対照表を記載いたしておりますので、ご参照方よろしくお願いいたし

ます。 

以上、簡単ではございますけれども、「議案第３０条 飯塚市市民自治基本条例」につきま

して、補足説明を終わらせていただきます。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○兼本委員 

 何回か勉強会には出席しましたけど、なかなかどれをどういうふうにするのかということが、

そのときそのときの思いつきでしかできませんので、誠に申しわけありませんけど、市民の責

務の中で、市民は市が提供するサービスを受けるには応分の負担を伴う責務を有するというふ

うなものがあるわけですね。いま問題になっています自治会の加入、これはこの中には、地方

税、使用料、手数料等々というふうなことになってますけど、この自治会の加入というのがこ

の中に含まれるのかどうか。というのは、いま自治会の加入率が尐なくなって、例えば市報を

配布するにしても自治会長さんたちが非常に困っている。かといって、自治会に入ってないか

ら市報を配布しませんよというわけにはいかないから、市報をある程度あちこちに置いてます

けどね。それから細かいことを言えば、街灯の負担とかね、特に子ども会なんかは、自治会に

入ってない子どもが子ども会行事に来ても、あなたのところは子ども会にも入ってないからだ
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めとかいうような、そのいうような形の中で、いろんな問題が生じているということを聞くわ

けですよね。いつもこの自治会の加入率をどうしたらいいかということを一般質問等々でよく

聞いてますけど、強制力がありませんから住民票の異動届けに来たときに自治会に入ってくだ

さいよというような指導、指導と言いますか、要請はしていますということは、いつも一般質

問等々で答えは聞いているわけですけどね。だけど、この自治会についてはどういうふうにお

考えか、ちょっと示してください。 

○総合政策課長 

 この自治基本条例におきましては、基本的なルールとして今回規定をさせていただいておる

ところでございます。したがいまして、今ご質問のございました具体的な手法、政策について

は、まさに今ご指摘ございますが、今後、詰めていかなくてはいけない事項だとは認識してお

ります。この点につきましては、自治基本条例は、現在、提案させていただいている分につい

ては、基本理念条例ということで位置づけているところでございますので、それについては、

今後とも関係各課の中で整理をさせていただきたいとは思っております。 

○兼本委員 

 協働のまちづくりということで、いろんな行政、それから議会にも責務が与えられています。

市民にとってもこれは自治会の加入というのが強制的ではないにしても、そこに進んでいるわ

けですから、その地域のコミュニティをつくるということでは、自治会の加入というのは大き

な要因なんですよ。うちのほうもですね、実は何日か前に、何件か先の方が、お一人でお住ま

いの方が倒れられて、民生委員さんが新聞がたまっとったからということで、親戚の方に連絡

して開けて中に入ったら、倒れて３日目やったということで、もう亡くなってましたけどね。

その方は自治会に当然入っておりましたけどね、だから我々もずっとこう見てたわけですけど、

そういうふうな事例もあるわけなんですよね。見守りとか、いろんな意味で言うなら、この責

務としては、行政としての責務を、何かあったら、行政に、おまえのとこがちゃんとせんかと、

こう言われますけど、市民の責務というのも大事なものですからね。だから基本的な理念とい

っても、私は自治会の加入というのも基本的な理念ではなかろうかというふうに思うわけです

よね。だから、そういうふうなものもよく検討していただきたい。本当は１条、１条やるとか

なり時間もかかるし、私はいま言われるように最高法規というものを、総務委員会だけで審議

していいものかどうかというような疑念を持っているわけなんですよ。特別委員会か何かをつ

くって、そしてやるべきじゃなかろうかと。最高法規をつくるのに１委員会だけで審議せいと

いうのもなかなか荷が重いなというような感じもするわけですけどね。そこのところは、また

後ほどちょっと言わせていただきますけど、今のところは見ながら、今の飯塚市の問題点、先

ほど言った地方創生もそうでしょうけど、問題点としては、自治会の加入率をいかに上げるか

ということが、大きな課題ではなかろうかと思いますので、質問させていただきましたけど、

ぜひ他の自治体はそういうところまで、小さなことまで踏み込んだところはないと思いますけ

どね、しかしこれは新しく市の最高法規をつくるわけですから、飯塚市独自の考え方でつくっ

てもいいと思うんですよ。だから市民の方たちが自治会に、これによって強制的に入らなけれ

ばいかんということになってくると、飯塚市に転入する方たちが尐なくなって困るし、なかな

か一長一短あろうと思いますけど、ぜひそこのところはよく検討してやっていただきたいとい

うことをお願いしておきます。 

○委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

○城丸委員 

 まちづくり協議会について、ちょっとお尋ねしますけど、現在１２地区でも既にまちづくり

協議会が立ち上がって活動をしているところもあり、しようとしているところもあると思うん

ですね。いまここで、基本条例の中で議案として出して決める意義というか、既にやっている
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ものを決める意義というのが、どこにあるのかよくわからないので、お尋ねをします。 

○総合政策課長 

 まちづくり協議会の規定につきましては、先ほどもございましたとおり、９条において規定

をさせていただいております。この協議会の規定につきましては、先の策定委員会の答申の中

にも、飯塚市の特徴として、ぜひこの規定については規定をすべきであるというお話もござい

ました。そういった中で、まさに飯塚市の１つの特徴といたしまして、いま動き出しているま

ちづくり協議会、この部分を今後の地域活動、市民主体のまちづくりの１つの中心的活動団体

として、活動拠点としていく必要があるということで、あえてこの条例の中で規定をさせてい

ただいたということでございまして、今まさに動き出しているところだというふうに認識をし

ております。 

○委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

○兼本委員 

 この議案の取り扱いについて、委員長にちょっとお願いしたいわけですけど。実は今回、議

会の改選がございまして、いま現在の議員が７名、現在ではやめるというような形になってお

ります。７名ということは２８名のうちの４分の１がやめるわけですよね。４分の１やめる議

員さんがかかわった中で、この市の最高法規である、規範であるこのまちづくり自治基本条例

を、今議会で上げるのかどうか、そして先ほど言いましたように最高法規であるならば、私は

数多くの議員さんからの質疑を、もう１度しながら決めるべきではなかろうかというふうに思

っております。いろいろ市民の方のご意見もずっと聞いたし、いろんな出前講座とか、いろい

ろやられて、行政のやられたことについては、非常に努力されたことについてはわかっており

ますけど、今議会でこれを上げることについては、いま申しましたように、私は総務委員会だ

けで審議するのはいかがなものかというような気持ちもありますし、そして議員も７名、４分

の１の議員がやめるわけですから、やめる議員が今後将来に向かってのまちづくり自治基本条

例を採決するのはいかがなものかと思っておりますので、できますれば、これを継続審査にし

ていただいて、次の改選後の議会で行政のほうからもう１度再提案していただいて、そして、

その審議の場所はどういうふうに審議するのか、例えば総務委員会だけでやるのか、特別委員

会をつくってやるのかということも、あわせてご審議していただきたいというふうに私は思っ

ておりますので、委員長のお取り計らいをよろしくお願いいたします。 

○道祖委員 

 いま継続という発言が出ておりますけれど、１点確認いたしますけれど、この自治基本条例

については、確か８年前、議会のほうでですね、改選があって、それから勉強会が行われ、そ

して今日こういう提案の経緯になったというふうに理解しております。議会は議会として８年

間勉強を重ねてきていたというふうに私は思っております。そこでお尋ねいたしますけれど、

まず市民に対する説明会をどのようにされたか、１点。それと議会に対しても案を持って十分

に私は説明を受け、そして議員として意見を述べさせていいただいたというふうに記憶してお

ります。本日は総務委員会でこのことを審議しておりますけれど、議会の意見等については、

全員の議員に対して説明会を行われ、そして、そこでいろいろな意見を集約されて、本案が整

理されて、本案が提出されておるというふうに理解しておりますが、その辺は違っているのか

どうか、確認させてください。 

○総合政策課長 

 まず市民の皆様への説明、協議ということでございますけれども、これにつきましては、も

うご承知のとおり１２地区公民館におきまして説明会を実施させていただきました。このとき

の参加者が５１８名の参加をいただきました。その後、いろいろな研修会、勉強会等も開催を

させていただきまして、先ほどございました出前講座等々、あるいは地区自治会への説明、あ
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るいは民生委員・児童委員協議会理事会等に赴きまして説明等もさせていただきました。この

ような形で、都合、地区１２回の説明を含めまして、約２６回ほど説明会をさせていただき、

延べ人数にはなりますけれども、約千人の方に対しての説明等を実施させていただいたところ

でございます。それから議会の皆様との意見交換、協議ということでございますけれども、先

ほど申し上げました策定委員会からの答申を受けまして、これが２５年１２月１９日にいただ

いたわけですけれども、そのあと市民意見を受けたのちに昨年度、平成２６年３月２８日より、

質問議員も言われましたとおり３回の議員の皆様との勉強会をさせていただいたというところ

でございます。 

○道祖委員 

 ということは、市民の皆様に対しても十分説明会を行い、ご意見をいただいていると。そし

て議会に対しても説明会を行い、そして成案ができて事前に議員に配付して、今日に至ってい

ると。行政としては踏む手続きは、きちっと手続きは踏んでおるということになるんではない

かと思います。先ほど今回の４月に行われる統一地方選挙で７人の議員がやめられるというこ

とでございますけれど、であるならば、今日まできちっと議論してきた議員が、意見を述べた

者が、この委員会で可否を問われるのは、これは当然のことではないかというふうに私は思い

ます。なおかつ、これが今日ここで審議を先送りするようなことになれば、私どもは４月

２３日までしか任期がありません。結果として、これは廃案になります。新規にまた提案され

るかもわかりませんけれど、されるでしょう、そのときは。しかし、そこでまたですね、新し

い議員さんたちが出てきて、そしてまた一からやるということは、一から協議することはこれ

はこれで必要かもわかりませんけれど、ただ思うに、今日まで市民に説明してきたことを、ま

た議会に対して説明してきたことを、また一からやるようなことが、果たして正しいのかどう

かというのは、私はちょっと疑念を持つわけであります。あくまでも私どもは、この会期４年

間の中で、先ほど説明があったように議会に対しては、この自治基本条例については３回の勉

強会を行い、きちんとした意見を述べさせてきていただいて、この案が出てきたと思っており

ますので、委員長、できるならば私はこの委員会において、きちっと可否を問うべきだという

ふうに考えておるということを述べさせていただきます。 

○委員長 

 暫時休憩いたします。 

休 憩 １０：５８ 

再 開 １１：２５ 

委員会を再開いたします。 

ほかに質疑はありませんか。 

○兼本委員 

 私は、先ほど申しました新しく議員が改選で７名変わるということで、それと現議員の中に

もですね、実はこの条例について、意見を、質疑をしたいという方がかなりおられたわけです

けど、議案として出るわけですから、一般質問等々もできませんもんですから、その人たちの

意見もですね、ぜひ継続審査にしていただいて、次の提案のときには、特別委員会か何かをつ

くっていただいて、自分たちも入った中で、意見を申したいというような方も、うちの友好会

派の中におりますのでね、そういうふうなものを踏まえて、ぜひ継続審査として、新しい議会

で再提案していただいてですね、そしてより多くの議員さん、そしてまたより多くの市民の

方々にもご理解をいただいて、最高法規である自治基本条例を制定していただきたいと、これ

をつくることについては、何ら反対するものではありません。ぜひつくらないかんやろうとい

うふうには思っておりますけど、そういうふうな理由でですね、ぜひ新しい議会で、次の議会

で再提案していただいて、より慎重な審議をしていただきたいということをお願いして、継続

審査としていただきたいということで、委員長のお取り計らいをよろしくお願いいたします。 
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○道祖委員 

 私は、先ほども意見を述べましたけれど、この自治基本条例については、自主的に議会が

８年前から勉強し、そして議員提出議案として提出すべきかどうかということを、市民に公開

の中でお聞きいたしました。これについては、アンケートの中で市民主導、行政主導で提案し

ていただきたい。そういうことがアンケートの中でありましたので、これは行政に市民の意見

を聞きながら、十分聞きながら、議会の意見を聞きながら案文をつくって提案するように言っ

てきたわけであります。そして、この会期４年間の中で整理がされて、本日の提案というふう

になっております。であるならば、私はこの会期の議員として、責任持って、この条例につい

ては賛否を問われるべきだというふうに思っております。自治基本条例の説明会の資料等には、

いろいろきちっと示されております。なぜ必要かというのは、地方分権の推進により、地方公

共団体が自主的かつ総合的に団体自治を担い、地域住民が自らの判断と責任において、地域の

諸課題に取り組むことが必要であると、こういうことを説明しながらですね、執行部は、行政

はこの案を提出されておると思いますので、私はそのとおりだと思っております。これがです

ね、人間がつくるものですから、十分ではない部分もあるかと思います。しかし、自治基本条

例の本旨だけはつかまえていて、そしていろいろ運用していく中で、そぐわない分については、

条例改正ということもできるわけでありますから、私は今日までの行政の努力、住民のご意見

等を考えると、これは継続というよりも、ここである程度の判断をすべきだと、きちっとした

判断をすべきだというふうに思うという意見を述べさせていただきます。 

○委員長 

 お諮りいたします。本案につきましては、継続審査にしたいと思います。これに賛成の委員

は挙手願います。 

（ 挙  手 ） 

賛成多数。よって、本案は継続審査といたします。 

「議案第３２号 飯塚市総合計画策定条例」を議題といたします。執行部の補足説明を求め

ます。 

○総合政策課長 

「議案第３２号 飯塚市総合計画策定条例」につきまして、補足説明をいたします。 

議案書の９ページをお願いいたします。本条例制定の経緯といたしましては、地方分権改革

推進計画に基づく義務付けの廃止に基づきまして、平成２３年５月２日に公布された「地方自

治法の一部を改正する法律」によって、それまで議会の議決を経て、市町村の「基本構想」を

定めるとしていた規定が削除されまして、策定義務が廃止となったものでございます。 

しかしながら、「総合計画」は、本市の目指すべきまちづくりの「最上位計画」でありまし

て、従前より、地方自治の本旨に基づき策定される、総合的、計画的かつ体系的な指針である

というその重要性から、市民の代表としての議会の議決をいただき、市全体の総意のもとに、

まちづくりの指針として策定すべきであると考えますことから、策定の趣旨や定義、そして基

本構想に関する審議会への諮問及び議会の議決などを明らかにするため、本条例を提案したも

のであります。 

それでは、条例案について若干ご説明させていただきます。議案書の９ページの第１条で、

条例の「趣旨」を規定いたしまして、第２条「定義」におきまして、「総合計画」の性格と、

「総合計画」を構成する「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」、それぞれについて定義

しておりまして、これにつきましては第１次総合計画と特段の変更点はございません。第３条

におきまして「総合計画」を策定する旨を規定し、次に９ページから１０ページの第４条でご

ざいますが、こちらでは手続きといたしまして、基本構想の策定及び変更に際しましての、あ

らかじめ附属機関でございます「飯塚市総合計画審議会」に諮問することを定め、先ほどご説

明いたしました議会の議決については、１０ページの第５条にて規定をいたしておるところで
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ございます。第６条におきまして、市政運営の総合的な「最上位計画」としての位置付けから、

個別の行政分野における「基本計画」の策定、変更に際しては、当然のことながら総合計画と

の整合性を図るといったことを規定いたしております。 

次に、施行日につきましては、附則において、平成２７年４月１日といたしております。 

なお、第１次、現在の総合計画は、平成１９年に策定し、その期間を平成２８年度までとし

ておりますことから、平成２７年度から平成２８年度の２カ年で「第２次飯塚市総合計画」を

策定することといたしておるところでございます。 

以上、簡単ではございますが、議案第３２号につきまして、補足説明を終わらせていただき

ます。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第３２号 飯塚市総合計画策定条例」については、原案のとおり可

決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

「議案第３３号 飯塚市名誉市民条例」を議題といたします。執行部の補足説明を求めます。 

○総務課長 

「議案第３３号 飯塚市名誉市民条例」について補足説明させていただきます。 

議案書の１１ページをお願いいたします。本議案は、本市の市民又は本市に特に関係が深い

者で、本市の発展、公共の福祉の増進、産業、文化等の発展向上又は市政に貢献し、その功績

が顕著で、市民が深く尊敬し感謝するに値すると認められる者に対し、飯塚市名誉市民の称号

を贈り、顕彰するため、新たな条例を制定しようとするものでございます。 

本条例の内容につきましては、第１条において、先ほど述べましたことにつきまして、目的

として定めております。第２条では、称号授与の決定方法につきまして、本市表彰条例に基づ

く審査会の意見を聞き、市長が市議会の同意を得て決定するということを定めております。第

３条では、名誉市民に対して「証書」、「名誉市民章」等を贈り顕彰することについて規定し

ております。第４条では、名誉市民に対する待遇、特典について、市の儀式に招待することが

できる等の規定をしております。第５条につきましては、称号の取消し等について定めており

ます。第６条は、規則への委任を定めております。 

本条例の施行によりまして、対象となる方へ名誉市民の称号を贈り、顕彰することで、本市

のイメージアップとなり、更なる市政の発展、貢献へと繋がるものと考えております。なお、

この条例は平成２７年４月１日から施行するものでございます。 

以上、簡単ですが、「議案第３３号 飯塚市名誉市民条例」について補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○兼本委員 

 名誉市民条例をつくるのは、大いに良いと思いますけど、これはどなたか推薦をされるわけ

ですか、それとも、どういう方を名誉市民というふうにピックアップするのかね、推薦、例え

ば国の褒賞をもらったりした人たちが対象になるのか。ほかのところでは、例えば大きなス

ポーツのあれをもらったとか、何とかいうような人はやっていますけどね。例えば、飯塚市で
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名誉市民を選定しようとした場合には、その推薦とか、それからどういう方法でピックアップ

するのか、その点はどのようにお考えですか。 

○総務課長 

 推薦等については、各いろんな市民の方からの推薦等も、団体等からもあるかと思いますが、

その基準として、一応考えられます基準といたしましては、ノーベル賞や文化勲章など、特に

すぐれた業績等に対して、そういう賞を送られた方とか、オリンピック、パラリンピック等で、

世界的に有名な大会で金メダルを受賞された方などが考えられるのではないかというふうに考

えております。いずれにしましても、本市の知名度アップに貢献されるとか、真に市民の方が

深く尊敬するに値すると思われる方に対して送られるものだというふうに思います。 

○委員長 

ほかに質疑はありませんか。 

（ な  し ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第３３号 飯塚市名誉市民条例」については、原案のとおり可決す

ることに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

「議案第３４号 飯塚市行政手続条例の一部を改正する条例」を議題といたします。執行部

の補足説明を求めます。 

○総務課長 

「議案第３４号 飯塚市行政手続条例の一部を改正する条例」について補足説明をさせてい

ただきます。 

議案書の１３ページをお願いいたします。提案理由といたしましては、行政手続法の一部改

正に伴い、許認可権限の根拠の明示、行政指導の中止等の求め、処分等の求めの規定を整備す

るため、本案を提出するものでございます。詳細につきましては、議案書１６ページから掲載

しております新旧対照表で説明させていただきます。右側が現行で、左側が改正案でございま

す。 

今回の主な改正点は３点ございます。１点目は、「行政指導における許認可権限の根拠の明

示」についてでございます。１８ページの第３３条をご覧ください。現行制度では、行政指導

に携わる者は、相手方に対して、行政指導の趣旨・内容や責任者を明確に示さなければならず、

口頭の行政指導の場合であっても、相手方から求められたときは、特別の支障がない限り、書

面交付をしなければならないとされています。これらに加えまして、今回の改正で「行政指導

における許認可権限の根拠の明示」の義務化を行うこととなり、行政指導に携わる者が、許認

可等をする権限又は許認可等に基づく処分をする権限を行使できることを示して行政指導をす

る場合には、その権限の根拠となる法令の条項、そこに規定される要件及びその権限の行使が

要件に適合する理由を示さなければならないことを追加するものでございます。 

２点目は、「行政指導の中止等の求め」の手続きの新設についてでございます。１９ページ

の第３４条の２をご覧ください。法令違反の事実の是正を求める行政指導を受けた者は、その

行政指導が根拠となる法律又は条例に規定する要件に適合しないと思う場合に、行政指導をし

た市の機関に対して申出書を提出して、中止等を求めることができるとする規定を新設するも

のでございます。この申出を受けた市の機関は、必要な調査を行い、要件に適合しないと認め

るときは、中止等の措置を行います。 
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３点目は、「処分等の求め」の手続きの新設についてでございます。同じページの第３４条

の３をご覧ください。何人も、法令違反の事実を発見した場合に、処分や行政指導の権限があ

る市の機関に対して申出書を提出して、是正のための処分や行政指導を求めることができると

する規定を新設するものでございます。この申出を受けた市の機関は、必要な調査を行い、そ

の結果に基づき必要があると認めるときは、是正のための処分や行政指導を行います。以上が

今回の主な改正点でございます。 

その他といたしまして、常用漢字表の改定に伴う漢字の使い方の整理、今回の改正により引

用条項の整備が必要となる他の条例の一部改正を行っております。なお、この条例は、平成

２７年４月１日から施行するものでございます。 

以上、簡単ですが、補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第３４号 飯塚市行政手続条例の一部を改正する条例」については、

原案のとおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

「議案第３５号 飯塚市職員定数条例等の一部を改正する等の条例」を議題といたします。

執行部の補足説明を求めます。 

○人事課長 

議案第３５号につきまして補足説明をいたします。議案書の２１ページをお願いいたします。 

本案につきましては、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正により、教育委

員会の組織が変更されることに伴いまして、飯塚市職員定数条例他５本の条例の一部改正と

１本の条例の廃止を行うものでございます。 

最初に教育委員会の組織変更の主な内容につきまして若干説明させていただきますと、これ

まで教育委員会は教育委員５名で組織され、教育委員長と教育長を選出しておりましたが、新

制度では委員長と教育長を一本化した新教育長と４人の委員で組織されます。新制度における

教育長は、市長が議会の同意を得て任命し、教育長が教育委員会の会務を総理し、教育委員会

を代表することとなります。また、教育長の身分は一般職から特別職となるものであります。

なお、今回の改正におきましては、教育長が教育委員会の委員としての任期中に限り旧法の規

定が適用される旨の経過措置が設けられているところでございます。 

それでは、今回の条例改正の具体的な内容につきまして、新旧対照表によりご説明いたしま

す。２３ページをお願いいたします。 

まず、「飯塚市職員定数条例」につきましては、第１条におきまして地方教育行政の組織及

び運営に関する法律の条項変更に伴い「第２１条」を「第１９条」に改め、一般職に属する職

員の括弧書きの部分の「教育長」の記載を削除するものであります。 

次に、「飯塚市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例」につきまし

ては、第２条におきまして、ただし書き以降を削除し、別表中、教育委員会委員長の項を削除

するものであります。 

次に、「飯塚市特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例」につきましては、第１条で

「市長及び副市長」を「市長、副市長及び教育長」に改め、第３条第２号の次に、教育長の月
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額給料を追加するものであります。 

ここで、２２ページに戻っていただきまして、中段の第６条をご覧いただきたいと思います

が、ここにおきまして、「飯塚市教育委員会教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関す

る条例」を廃止いたしておりますが、これにつきましては、教育長の給与はただいま説明しま

したように「特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例」に謳いこみまして、勤務時間そ

の他の勤務条件については、別途新規条例を制定することとしておりますことから、今回廃止

するものでございます。 

再び２３ページをお願いいたします。一番下の「飯塚市職員等の地域手当の支給の特例に関

する条例」につきましては、次のページでございますが、ただいま説明いたしました「飯塚市

教育委員会教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例」の廃止に伴い削除するも

のでございます。 

次に、「飯塚市教育事務の職務権限の特例に関する条例」につきましては、法律の条項変更

による改正を行うものでございます。 

最後に附則でございますが、施行期日を平成２７年４月１日からとすること、また経過措置

といたしまして、法律の規定に基づきまして「旧教育長が在職する場合は、その在職期間に限

り、改正前又は廃止前のそれぞれの条例の規定は、なおその効力を有する」旨を定めているも

のでございます。 

以上、簡単でございますが、議案の説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第３５号 飯塚市職員定数条例等の一部を改正する等の条例」につ

いては、原案のとおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

「議案第３６号 飯塚市事務分掌条例の一部を改正する条例」を議題といたします。執行部

の補足説明を求めます。 

○人事課長 

議案第３６号につきまして補足説明をいたします。議案書の２５ページをお願いいたします。 

本案につきましては、行財政改革に基づく組織の再編に伴いまして、事務分掌を改めるもの

でございます。 

２６ページをお願いいたします。新旧対照表によりご説明いたします。第１条におきまして、

公営競技事業部を削除し、経済部の所管事務として第４号に「小型自動車競走事業に関するこ

と」を追加するものでございます。 

以上、簡単でございますが、説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 
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討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第３６号 飯塚市事務分掌条例の一部を改正する条例」については、

原案のとおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

「議案第３７号 飯塚市特別職の職員等の給料の支給の特例に関する条例の一部を改正す

る条例」を議題といたします。執行部の補足説明を求めます。 

○人事課長 

議案第３７号につきまして補足説明をいたします。議案書の２７ページをお願いいたします。 

本案につきましては、第二次行財政改革を実施する中、本市の経費縮減を図るため、現在実

施しております、市長、副市長、上下水道事業管理者及び教育長の給与減額の期限を１年間延

長し、平成２８年３月３１日までとし、あわせまして地方教育行政の組織及び運営に関する法

律の改正に伴い、条文の整理を行うものであります。なお、給料の減額率につきましては、現

行同様に市長１０％、副市長、上下水道事業管理者及び教育長は５％で変更はございません。 

２８ページをお願いいたします。先ほどご説明いたしましたとおり、「飯塚市教育委員会教

育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例」の廃止に伴い、この条例項目を削除す

るものでございます。 

次に附則におきまして、期限を１年間延長するとともに、旧教育長に関する経過措置の規定

もあわせて定めているところでございます。 

以上、簡単ですが、説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第３７号 飯塚市特別職の職員等の給料の支給の特例に関する条例

の一部を改正する条例」については、原案のとおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

「議案第３８号 飯塚市特別会計設置条例の一部を改正する条例」を議題といたします。執

行部の補足説明を求めます。 

○財政課長 

「議案第３８号 飯塚市特別会計設置条例の一部を改正する条例｣について補足説明いたしま

す。議案書の２９ページをお願いいたします。  

本案につきましては、飯塚市特別養護老人ホーム筑穂桜の園を平成２７年３月３１日をもっ

て廃止するため、飯塚市特別養護老人ホーム条例の廃止に伴い、特別会計の設置の必要性が無

くなることから、介護サービス事業特別会計を廃止するため本案を提出するものでございます。 

議案書２９ページに条例の改め文を、３０ページに新旧対照表を掲げております。 

以上、簡単ではございますが、補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 



１９ 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第３８号 飯塚市特別会計設置条例の一部を改正する条例」につい

ては、原案のとおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

「議案第４０号 飯塚市財政調整基金条例及び飯塚市減債基金条例の一部を改正する条例」

を議題といたします。執行部の補足説明を求めます。 

○財政課長 

「議案第４０号 飯塚市財政調整基金条例及び飯塚市減債基金条例の一部を改正する条例｣

について補足説明いたします。議案書の３３ページをお願いいたします。  

本案につきましては、地方財政法第７条第１項の規定により、財政調整基金及び減債基金に

積み立てる額が合計して剰余金の２分の１以上となるよう関係規定を整備するために本案を提

出するものでございます。 

本市では、中心市街地活性化、浸水対策、学校施設整備などの主要事業を、合併特例法の適

用期間内、平成３２年度までにおいて行うこととしており、財源の一部として合併特例債を活

用いたしております。 

合併特例債は充当率が対象事業費の９５％、交付税措置率は７０％となっており、残りの

３０％は償還時における市の負担となりますことから、将来の償還に備え減債基金の積み立て

を行う必要がございます。 

そのようなことから、現在、財政調整基金と減債基金を合計して２分の１以上を積み立てる

こととすることにより、財政調整基金のみならず、減債基金にも積み立てることができるよう

にするものでございます。 

３４ページの新旧対照表をお願いします。財政調整基金条例の旧の第２条第２項で、地方財

政法第７条第１項の規定による歳入歳出の決算剰余金の２分の１以上の額を積み立てるとして

おりますが、これを新のほうでは、基金として積み立てる額を減債基金との合計額の２分の

１以上とすることとしております。 

また、減債基金条例の新のほうに、決算剰余金のうち、財政調整基金との合計額の２分の

１以上を積み立てることとしております。 

なお、この条例は平成２７年４月１日から施行することとしております。 

以上で補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第４０号 飯塚市財政調整基金条例及び飯塚市減債基金条例の一部

を改正する条例」については、原案のとおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

「議案第４２号 飯塚市教育長の職務に専念する義務の特例に関する条例」を議題といたし

ます。執行部の補足説明を求めます。 



２０ 

○人事課長 

議案第４２号につきまして補足説明をいたします。議案書の３６ページをお願いいたします。 

本案につきましては、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正に伴い、教育長

の職務に専念する義務の免除規定を条例で定めるため提出するものでございます。 

今回の教育委員会制度の改革におきましては、先ほども尐し説明させていただきましたが、

教育長が一般職から特別職になりますが、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１１条

におきまして、「教育長は、法律又は条例に特別の定めがある場合を除くほか、その勤務時間

及び職務上の注意力の全てをその職責遂行のために用い、当該地方公共団体がなすべき責を有

する職務にのみ従事しなければならない」という規定が追加されております。従いまして、職

務専念義務の免除を行うためには条例を設ける必要があることから、今回これを制定しようと

するものであります。 

今回の条例の具体的な内容につきましては、同ページの中段以降でございますけれども、第

１条で条例の趣旨を謳っております。次の第２条におきまして、「教育長は、次の各号のいず

れかに該当するときは、教育委員会又はその委任を受けた者の承認を得て、職務に専念する義

務を免除される」といたしまして、第１号で「研修を受けるとき」、第２号で「厚生に関する

計画の実施に参加するとき」、第３号で「このほか教育委員会が定めるとき」と定めておりま

す。なお、この職務専念の免除の規定につきましては、一般職のそれと同様でございます。変

わるものではございません。 

最後に、附則でございますが、施行期日を平成２７年４月１日からとすること及び旧教育長

が在職する場合の経過措置について定めているものでございます。 

以上、簡単でございますが、説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第４２号 飯塚市教育長の職務に専念する義務の特例に関する条

例」については、原案のとおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

「議案第４４号 飯塚市集会所及び生活館条例の一部を改正する条例」を議題といたします。

執行部の補足説明を求めます。 

○人権同和政策課長 

「議案第４４号 飯塚市集会所及び生活館条例の一部を改正する条例」につきまして、補

足説明をいたします。議案書の４０ページをお願いいたします。 

飯塚市集会所及び生活館条例中の川島地蔵町・二本松集会所につきましては、都市計画道

路鯰田中線道路改良工事に伴う移転建築のため、平成２６年９月末から建替工事を進めてまい

りましたが、平成２７年２月末に工事が完了いたしました。それに伴い、別表の施設の位置を

「飯塚市川島４８３番地１」から「飯塚市川島４７３番地１」に改正するものです。 

以上、簡単ではございますが、補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 
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質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第４４号 飯塚市集会所及び生活館条例の一部を改正する条例」に

ついては、原案のとおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

「議案第５７号 財産の譲渡（上勢田自治公民館建物）」から「議案第６２号 財産の譲渡

（石丸団地１自治公民館建物）」までの６件を一括議題といたします。執行部の補足説明を求

めます。 

○管財課長 

議案書１１２ページ、議案第５７号から、１２７ ページ、議案第６２号までの「財産の譲

渡」についてご説明申し上げます。議案書に譲渡する財産、譲渡の相手方、位置図、建物図を

記載しております。 

先の１２月議会において、頴田地域の１５の自治公民館建物を地元地縁団体へ無償譲渡する

ことについて議決をいただいておりますが、今回のこの６案件につきましても同様に、地縁団

体設立が完了した６団体に対し、自治公民館建物を地元地縁団体へ無償譲渡することについて、

議会の議決を求めるものでございます。 

譲渡する理由でございますが、頴田地区自治公民館につきましては、合併未調整事項となっ

ており、「飯塚市公共施設等のあり方に関する実施計画」において、「頴田地区の２４自治公

民館は、旧頴田町が直接設置したものであるが、他の地区との整合性を図る観点から、順次関

係自治会へ建物を無償譲渡する」としております。 

 また、頴田地区以外の自治公民館建物は、市からの建設補助はあるものの、地元住民の寄付

等により各自治会において建設された地元の財産ですが、頴田地区の自治公民館は旧頴田町が

建設し、合併後も市の財産のままで使用されております。これらの公民館建物を地元地縁団体

へ譲渡し、地元の財産とすることにより、自治公民館の利用から管理まで全て地元で行ってい

る他地区の自治公民館と同様なものとなり、市内における自治公民館の運営が平準化されるこ

とになります。 

なお、残り３団体につきましても、現在、地縁団体設立に向けた事務を進めておりますので、

設立が完了した後に「財産の譲渡」についての議案を上程いたします。 

以上、簡単でございますが、説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第５７号 財産の譲渡（上勢田自治公民館建物）」から「議案第

６２号 財産の譲渡（石丸団地１自治公民館建物）」までの６件については、いずれも原案の

とおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案６件はいずれも原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 
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「議案第６５号 財産の取得（暮らし・にぎわい再生事業施設建築物の健幸プラザ（仮

称）用床）」を議題といたします。執行部の補足説明を求めます。 

○中心市街地活性化推進課長 

「議案第６５号 財産の取得（暮らし・にぎわい再生事業施設建築物の健幸プラザ（仮称）

用床）」について補足説明いたします。 

議案書の１３６ページをお願いいたします。ダイマル跡地事業地区暮らし・にぎわい再生事

業におきまして整備される施設建築物のうち、健康増進、市民交流の拠点施設としての飯塚市

健幸プラザ、仮称でございますが、に充てる建物として取得するため、地方自治法第９６条第

１項第８号及び飯塚市議会の議決に付すべき財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定に

基づき本案を提出するものでございます。 

取得する財産の所在地番につきましては、飯塚市本町１２５４番１他２筆、鉄筋コンクリー

ト造り４階建て、延床面積２５４５.２９平米のうち１階の一部６２６.７１平米を、株式会社

まちづくり飯塚から取得するもので、取得金額は１億１９４１万２０００円でございます。 

なお、今回の取得財産につきましては、区分建物ということで、敷地権が付随しております。 

今回の議案提出にあたっては、議決していただく建物の金額だけを表記しておりますが、全体

価格としましては、建物部分１億１９４１万２０００円と敷地権部分２２１１万１０００円の

合計金額１億４１５２万３０００円となっております。 

以上、簡単でございますが、補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第６５号 財産の取得（暮らし・にぎわい再生事業施設建築物の健

幸プラザ（仮称）用床）」については、原案のとおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

「議案第６６号 財産の取得（吉原町１番地区第一種市街地再開発事業施設建築物の保留

床）」を議題といたします。執行部の補足説明を求めます。 

○中心市街地活性化推進課長 

「議案第６６号 財産の取得(吉原町１番地区第一種市街地再開発事業施設建築物の保留

床)」について補足説明いたします。 

議案書の１４１ページをお願いいたします。吉原町１番地区第一種市街地再開発事業で整備

される施設建築物のうち、飯塚休日夜間急患センターの移転先として取得するため、地方自治

法第９６条第１項第８号及び飯塚市議会の議決に付すべき財産の取得又は処分に関する条例第

２条の規定に基づき、本案を提出するものでございます。 

取得する財産の所在地番につきましては、飯塚市吉原町５１１番で、鉄筋コンクリート造

１１階建、延床面積１万４７１２.４２平米の２階１２１３.０７平米の一部を取得するもので

す。取得金額については１億２１３７万円でございます。 

取得面積については、２階は飯塚市の飯塚休日夜間急患センターと医師会の検診検査セン

ターが入ることから飯塚市の専用部２２７.２２平米に 医師会との共用部６０４.４１平米を

専用率６０８.６６分の２２７.２２で按分したものとを合計した面積となります。 

なお、本議案についても先の議案第６５号と同様に、今回の取得財産につきましては、区分
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建物ということで敷地権が付随しております。 

議案提出にあたっては、議決していただく建物だけを表記しておりますが、全体価格としま

しては、建物部分１億２１３７万円と敷地権部分２１４３万３０００円の合計金額１億

４２８０万３０００円となっております。 

以上、簡単でございますが、補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第６６号 財産の取得（吉原町１番地区第一種市街地再開発事業施

設建築物の保留床）」については、原案のとおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

暫時休憩いたします。 

休 憩 １２：１２ 

再 開 １３：１２ 

委員会を再開いたします。 

「議案第６８号 福岡県市町村職員退職手当組合規約の変更」を議題といたします。執行

部の補足説明を求めます。 

○人事課長 

議案第６８号につきまして補足説明をいたします。議案書の１５６ページをお願いいたしま

す。 

本案につきましては、福岡県市町村職員退職手当組合の構成団体の名称変更に伴い、同組合

規約を変更する必要が生じたため、地方自治法第２９０条の規定により議会の議決を求めるも

のでございます。 

同ページの中段から下に記載しておりますように、同組合規約の別表第１及び別表第２の項

中に記載のある「有明広域葬斎施設組合」を「有明生活環境施設組合」に改めるものでござい

ます。なお、１５７ページ及び１５８ページに新旧対照表を掲載いたしております。 

以上、簡単でございますが、議案第６８号の補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第６８号 福岡県市町村職員退職手当組合規約の変更」については、

原案のとおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

「議案第６９号 飯塚地区消防組合規約の変更」を議題といたします。執行部の補足説明

を求めます。 
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○防災安全課長 

「議案第６９号 飯塚地区消防組合規約の変更」について補足説明をいたします。 

議案書の１５９ページをお願いいたします。本件は、飯塚地区消防組合の議会の議員の定数

を変更することに伴い、飯塚地区消防組合規約を変更する必要が生じたため、地方自治法第

２９０条の規定により、議会の議決を求めるものでございます。 

議案書１６１ページの新旧対照表をお願いいたします。飯塚地区消防組合規約の一部を改正

する規約の第１条関係では、組合の議員を選出区分のうち飯塚市を１０人から７人にし、定数

を２０人から１７人に改めるものであります。 

また、改正の規約の第２条関係では、組合の議員を選出区分のうち嘉麻市を８人から４人に

し、定数を１７人から１３人に改めるものであります。 

なお、施行日につきましては、附則において、この規約中、第１条関係では平成２７年４月

２４日から、第２条関係では平成２７年５月１日からとするものでございます。いずれも構成

する議会の議員の任期により施行するものでございます。 

以上、簡単ではございますが、議案第６９号の補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第６９号 飯塚地区消防組合規約の変更」については、原案のとお

り可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

「議案第８５号 飯塚市教育長の休暇、勤務時間等に関する条例」を議題といたします。

執行部の補足説明を求めます。 

○人事課長 

議案第８５号につきまして補足説明をいたします。追加議案書（その１）の１ページをお願

いいたします。 

先ほども尐しご説明いたしましたが、教育委員会の制度の改革に伴いまして、地方教育行政

に関する法律第１１条により、新教育長には勤務時間中の職務専念義務が課されております。

この職務専念義務を課すためには、具体的に職務に専念すべき時間を明確にする必要がありま

すことから、教育長の休暇、勤務時間等に関する規定を条例で定めるため、本案を提出するも

のでございます。 

条例の具体的な内容につきましては、中段から下に記載しておりますとおり「教育長の休暇、

勤務時間その他の勤務条件（職務に専念する義務及び給与を除く）については、一般職の職員

の例による」とするものでございます。これまで教育長が一般職のときに課せられていたもの

と変わるものではございません。 

最後に、附則でございますが、施行期日を平成２７年４月１日からとすること及び旧教育長

が在職する場合の経過措置について定めております。 

以上、簡単でございますが、議案第８５号の補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 
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質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第８５号 飯塚市教育長の休暇、勤務時間等に関する条例」につい

ては、原案のとおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

「議案第８６号 飯塚市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例」を議題といた

します。執行部の補足説明を求めます。 

○人事課長 

議案第８６号につきまして補足説明をいたします。同じく追加議案書（その１）の２ページ

をお願いいたします。 

本案につきましては、職員が所有する住宅に係る住居手当を廃止するため、「飯塚市職員の

給与に関する条例」ほか２本の条例を一部改正するため提出するものであります。 

今回の改正の趣旨といたしましては、現在、職員が所有する住宅につきましては、新築又は

購入の日から５年間に限り、月額２５００円を支給いたしておりますが、この住居手当につき

ましては、国においては平成２１年度に廃止され、その後、総務省から地方公共団体に対しま

して廃止を基本とした見直しを行うよう通知されていたところでございます。このような中、

福岡県におきましては平成２５年度末で廃止され、県内の自治体におきましても、本市を除く

２７市中、福岡市、北九州市、久留米市、大牟田市を含め１３市がそれぞれ年度は異なります

が、本年度末までに廃止する方針を決定している状況でございます。このような他市等の状況

も踏まえまして、本市におきましても２７年４月１日の廃止を行うため提案するものでござい

ます。 

具体的な条例改正の内容につきましては、４ページの新旧対照表をお願いいたします。「飯

塚市職員の給与に関する条例」につきましては、第１５条第１項第２号に規定された「持ち家

に係る住居手当の根拠規定」を削除し、それに伴い同項第３号を第２号に繰り上げております。

次の第２項では、前項の削除及び繰り上げに伴い、第２号の規定を削除し、第３号を第２号へ

と読み替えをするものであります。 

次に「飯塚市技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例」につきましては、第７条第

１項第２号を削除することで、技能労務職員の所有に係る住宅への住居手当を廃止し、それに

伴い同項第１号の内容を同条第１項として新たに規定しております。 

次に「飯塚市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例」につきましては、上

下水道局企業職員への所有に係る住宅への住居手当を支給する旨の規定を削除するものでござ

います。 

最後に、附則で施行期日を平成２７年４月１日からとしております。 

以上、簡単でございますが、議案第８６号の補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第８６号 飯塚市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条
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例」については、原案のとおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

お諮りいたします。案件に記載のとおり、執行部から、６件について、報告したい旨の申し

出があっております。報告を受けることにご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、報告を受けることに決定いたしました。 

「飯塚市中心市街地活性化の取組み状況について」報告を求めます。 

○中心市街地活性化推進課長 

お手元の資料に基づき報告いたします。資料１ページのこれまでの経過及び今後のスケジ

ュール(案)について、お願いいたします。 

はじめにこれまでの主な経過についてでございます。２月３日には、吉原町１番地区市街地

再開発事業に伴う急患センター整備事業における床の取得について吉原町１番地区市街地再開

発組合と仮契約を締結しております。 

次に２月５日には、第８回飯塚市中心市街地活性化協議会を開催し、協議会終了後には例年

開催しておりますコンパクトなまちづくりセミナーを実施しております。 

 次に２月６日には、ダイマル跡地事業地区暮らし・にぎわい再生事業に伴う街なか交流・健

康ひろば整備事業における床の取得について、株式会社まちづくり飯塚と仮契約を締結してお

ります。 

 次に同日２月６日には、飯塚本町東地区優良建築物等整備事業において、建築物新築工事の

再入札が行われ、吉原建設株式会社福岡支店が落札しております。詳細につきましては、次

ページの資料でご報告いたします。 

次に２月２６日には、ダイマル跡地事業地区暮らし・にぎわい再生事業において、コミュニ

ティビルの名称が飯塚本町コミュニティビル「アフレール」に決定しております。このアフ

レールには、人と健康と笑顔が「あふれる」との意味合いが込められているとのことでござい

ます。また、このことにあわせて、まちづくり飯塚では、賃貸マンションの入居者募集が開始

されております。 

また同日には、飯塚本町東地区優良建築物等整備事業の建築物新築工事安全祈願祭が同施工

地区内において実施されております。 

次に、今後のスケジュール案につきましてご報告いたします。 

３月中旪には、飯塚本町東地区優良建築物整備事業建築物新築工事の開始を予定しており、

引き続き、一般分譲の販売開始の予定でございます。 

３月下旪には、飯塚本町東土地区画整理事業第２期解体工事及び第１期造成工事の完了予定

でございます。 

７月２５日には、吉原町１番地区再開発事業が完了し、供用開始の予定でございます。 

２ページをお願いします。飯塚本町東地区優良建築物等整備事業についてご報告いたします。 

資料は、飯塚本町東地区優良建築物等整備事業に伴う建築物新築工事の入札結果についてで

ございます。平成２６年１２月５日に執行された第１回入札では、最低入札金額が予定価格を

上回り入札不落となったことから、平成２７年２月６日に第２回を執行されております。落札

者は、吉原建設株式会社福岡支店、落札金額は１２億３８００万円、これは税抜きでございま

す。 

下記に参考ではありますが、事業者は株式会社エストラスト、工事内容は、鉄筋コンクリー

ト造り１４階建て共同住宅、分譲戸数は６５戸、施設として集会所・立体駐車場が含まれます。

工期につきましては、平成２７年３月から平成２８年１０月まで、入居開始は平成２８年

１２月を予定しております。 
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以上、簡単ですが、報告を終わります。 

○委員長 

 報告が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますので、ご了承願います。 

次に、「アメリカ合衆国サニーベール市との友好交流について」報告を求めます。 

○総合政策課長 

アメリカ合衆国カリフォルニア州サニーベール市との友好交流につきまして、ご報告させて

いただきます。 

友好交流に関します経過につきましては、お手元に広報の２月号、資料のほうをお配りして

おります。白黒で３ページありますので、そちらのほうもご参照いただきたいと思います。 

本市では、サニーベール市との「友好交流関係協定書」に基づきまして、学校間での手紙の

やりとり等を通した交流を行うなど、現在、学校教育を中心とした交流事業を開始しておりま

す。 

昨年６月には、サニーベール市より中学生１１名を含む、１６名の関係者の皆様が来飯され

まして、市内小中学校、嘉穂東高等学校、九州工業大学への訪問、あわせまして二瀬中学校の

保護者などのご協力によりまして、ホームステイ等を実施しております。 

その２カ月後の昨年８月には、教育委員会で行っております、中学生海外研修事業として、

中学生２０名をサニーベール市への研修派遣を行い、現地の学校への登校やホームステイなど

を通しまして、交流を深めてまいったところでございます。 

また、この交流事業につきましては、広く市民の皆様へ周知を図るため、お手元に配布させ

ていただいておりますように、広報紙等を活用し、またホームページにも掲載さしていただい

ております。 

また、ご承知かと思いますが、サニーベール市長より贈呈されました、サニーベール市の

「市旗」を飯塚市役所本庁舎内に掲示するなど、サニーベール市との交流事業につきまして、

市民の皆様への周知を図っているところでございます。 

平成２７年度につきましては、６月にサニーベール市より中学生をはじめ関係者の皆様が来

飯されることとなっており、さらに８月には、飯塚市より中学生海外研修事業で２０名の中学

生がサニーベール市を訪問する予定となっております。 

今後も積極的な情報発信とともに、サニーベール市関係者からも、地域大学の頭脳を生かし

た地域の特性を活用したテクノロジー等々も活用しながら交流にも取り組みたいといったご提

案も受けておりますので、そういったことも勘案しながら行政としても支援可能な事柄を検討

していき、今後ともこの交流事業に取り組んでいきたいと思っております。 

以上、簡単ではございますが、ご報告を終わらせていただきます。 

○委員長 

 報告が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○兼本委員 

 ちょっとお尋ねですけど、このサニーベール市の中に高等学校と、それから大学というのが

幾つぐらいあるのか、ご存知ですか。 

○総合政策課長 

 申しわけありません。いま手元には詳細な資料を持っておりませんけれども、サニーベール

市には大学そのものはないような形で聞いております。高校についてはもちろんございますが、

高校生が市のほうに参っておりますので、ただ数については、いま手元に資料を持ち合わせて

おりません。 

○兼本委員 
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 なぜ聞くかというと、高校生はうちと違って６、３、３やないから、どうなのかちょっとわ

かりませんけどね、福岡のほうでですね、飯塚はサニーベールと友好関係を結んで、高校とか

大学に入るのに優遇措置があるんですかというようなことを聞かれたわけよね。そのときはわ

からんかったから、当然考え方よってはあるかもわからんよと、そのためには飯塚市に住所を

置かんとだめよということで言ったわけですけどね。飯塚市の課題であります定住人口の確保

のためにも、できればそういうふうな、例えば高校とか大学に、大学はサニーベールの近くに

スタンフォード大学とかあると思いますけど、なかなか入るのは大変だろうと思いますけどね、

そういうふうなものまで一歩進んでやっていただくと、かなり学力が、筑豊、この飯塚が低い

といってもね、そういう人たちが入ってくると、昔の炭鉱地帯と同じで、優れた頭脳が入って

くると学力というのは上がってくるわけなんですよ。そういう形のものができるのかどうかね、

今後、ただ中学生を派遣する。向こうから来てもらうだけの形じゃあ、サニーベールとの友好

関係というのが、あまり飯塚の役に立たないと思いますので、中学生が行くことについては、

そういう受け入れをしてくれている都市があるということは友好かもわかりませんけど、一歩

進んだ友好関係の絆を築いてもらいたいと思うわけですけど、そういうふうなお考えはありま

すか。 

○総合政策課長 

 いま委員ご指摘のとおり、現在、中学生という形で交流を進めておるところでございます。

先ほどもご答弁申し上げましたように、私どもにございます大学の頭脳、例えば大学生の交流

でありますとか、いろんなことについてはサニーベール市の方々からご提案等もいただいてお

りますので、この部分につきましては、行政ができること、大学でしていただくこと、いろん

なことを勘案しながらですね、当然広げていくべきだというふうには考えております。 

○兼本委員 

 だから大学はそうやろうけどね、一歩さがって高校生ぐらいが、もしもそういうふうな、飯

塚の高校から大学に入れるというような形のものを、例えば推薦枠をつくってもらうとか、そ

れから、ここはとにかく聞くところによると金持ちがものすごく住んでいるらしいから、お願

いしたら寮ぐらいつくってくれるかもわからんしね。いろんな意味で利用すれば、できんこと

はなかろうと思いますから、やっぱりその既成事実だけにこだわることやなくて、一歩進んだ

形のものをやるために、飯塚市の生き残り策なんよね、言うたらね。もういま地方創生で言わ

れているように、人口減というのは間違いなく来るわけですからね。行政が成り立っていかな

いというような時期がいずれ来るような中で、新たな政策を求めるということは大事なことや

からね。そういうところでやる。そして友好関係だけじゃなくして、できればもう尐し、一歩

進んだような姉妹都市とか、そういうようなものをやるのも１つの手だろうと思いますけどね。

ぜひ私はそういうことをやっていただきたいと思うわけですよ。たしかアメリカの高校は６、

３、３やないから、高校生は難しいかもわからんけど、大学やったら大丈夫だろうと思います

からね。だからそういうところで、そういうふうなものができないか、一歩進んでね、今度ま

た交流はあろうかと思いますので、ぜひそういうところまで進んでやっていただきたいと思い

ます。 

それからまたサニーベールに行くときには、行政だけやなくして議員さんも何名か一緒に同

行してね、行政だけがそのサニーベールを知っていて、議員は何も知らないということじゃい

けないので、あとは今度新しい議会が誕生すれば、その中から、全員連れて行くということは

相当の金額がかかるからいかんと思いますが、４年間ありますので、７名ずつとはいかんと思

いますけど、そこのところは適当に人員を把握して、議員も同行していただいて、サニーベー

ルという所はこういう所ですよというのを見てもらって、飯塚市の活性化に結び付けていただ

きたいと思うわけですけど、そのようなお考えはありますか。 

○総合政策課長 
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 その件につきましては、当然、現地を、百聞は一見にしかずということがございますので、

検討させていただきたいと思います。実現になるかどうかというのは、ちょっと私のほうでは

ご答弁ができませんが、よろしくお願いいたします。 

○兼本委員 

 だから職員ではそこのところは、担当はありますけど、市長どうですが、ちょっとそこのと

ころ、非常に財政的にも厳しいことはわかってますけどね、しかし今度は国債を売ってかなり

利益も出たことですから、どうでしょうか。 

○市長 

 私も議員さん全員ということではなくてですね、本当に地域を預かる議員の皆さんとしても

見ていただきたいというのは十二分に思っておりますけども、負担等がですね、どのようにな

るか検討させていただきたいと思いますけど、ぜひ行っていただきたいことは間違いないわけ

でございますので、よろしくお願いします。 

○兼本委員 

 総務委員会で質問するのもこれが最後だろうと思いますので、ひとつぜひ検討していただい

て、それこそ行政と議会が両輪という形であればですね、やっぱり行政だけが先に進むのでは

なくして、議員の人たちも幾らかでも、尐しは手出ししてもらっても、どのくらいかかるかわ

かりませんけどね、そういう形の中で議員と一緒に行って、そして見聞を広げて、そして飯塚

が生き残るためにどうしたらいいかということをですね、勉強していただく機会を設けていた

だきたいと思いますので、ぜひそのような方向に、市長のトップダウンでですね、指示してい

ただきますようにお願いしておきます。 

○委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

（ な  し ） 

質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますので、ご了承願います。 

次に、「飯塚市人権・同和問題実態調査報告書について」報告を求めます。 

○人権同和政策課長 

「飯塚市人権・同和問題実態調査報告書について」報告いたします。 

昨年の５月２２日の委員会におきまして、同調査の実施について報告をしておりましたが、

調査が終え、飯塚市同和問題実態調査等検討委員会において最終審議が終了し、内容がまとま

りましたので報告いたします。 

 調査の経過といたしましては、「人権・同和問題に関する市民意識調査」では、平成２６年

７月１日から１カ月間、２０歳以上の市民の中から無作為に２０００人を抽出し、郵送による

調査を行い、有効回収数８２１人、回収率４１.３％でありました。 

次に、「人権・同和問題に関する地区住民意識調査」及び「同和地区住民生活実態調査」は、

調査員による調査を平成２６年８月１日から１カ月間で同時に行いました。 

意識調査については、２０歳以上の同和地区住民の中から無作為に７００人を抽出し、有効

回収数５３９人、回収率８０.０％となっており、実態調査につきましては、地区住民

７１４世帯に対し、有効回収数５２２世帯、回収率７３.１％となっています。 

それでは、報告書の概要について説明いたします。 

構成としましては、序章・意識調査・実態調査・総論・資料で、都合２００ページ前後とな

る予定で、国・県等が行った様々な調査と比較が可能な部分については比較を行っております。 

 報告書として発刊するものにつきましては、各設問毎のデータを入れた表を掲載しておりま

して、細かな数値や％等を載せておりますが、本日の資料につきましては、数や％を省き概要

がわかりやすいものとさせていただいております。なお、報告書につきましては、３月末まで

作製し製本ができ次第、議員の皆様にお配りいたしますので、あせてご了承のほどお願いいた
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します。 

それでは、まず「意識調査」の内容についてご説明いたします。「人権・同和」「男性・女

性」「子ども」「高齢者」「障がい者」「外国人」のそれぞれの人権問題を６テーマに分類し、

全２７問で構成しております。各設問毎に地区外住民と地区住民の結果を分けて、それぞれ性

別、年代別の特徴を、そして「まとめと考察」の中で、地区外住民と地区住民の考察を行って

おります。 

主なものとしましては、「第１章 人権・同和問題について」では、資料２ページをお願い

します。下段のほうになりますが、④「差別の現実」の項目の中に、差別的な事象が端的に現

れると言われております結婚や就職に際しての設問ですが、その際、相手方の身元調査や信用

調査の必要性を問いかけております。その中で「やむを得ないことだ」「必要なことだ」とい

う回答が地区外住民で約１割あり、尐なからず差別意識が残っているという結果が出ておりま

す。 

しかしながら、資料３ページの⑥「解決に向けた考え」では、「基本的な人権にかかわる問

題であるので、自分も国民の一人としてこの問題の解決に努力すべきだと思う」と回答した地

区外住民の割合が、福岡県で行っております「人権問題に関する県民意識調査」、これは平成

２４年度でございますが、よりも高くなっております。このことは、飯塚市における「教育・

啓発」の成果であると思われます。 

次に、資料４ページの⑧「人権問題の理解を深めるにあたり、役に立つと思うこと」では、

全体として８割以上の方が役に立つものがあるという回答でございました。 

地区外住民が「新聞、テレビ、ラジオ」などの間接的な啓発を、役に立つと捉える割合が比

較的高いのに対しまして、地区住民では「人権問題の講演会・研修会など」や「人権問題につ

いての学習グループの活動やグループ相互の交流」が、役に立つと捉えおり、参加したうえで

直接的な学習が人権感覚や実践力につながりやすいという考えでいると思われます。「人権問

題の講演会・研修会など」のさらなる充実とともに、直接的な学習の機会への参加促進が求め

られております。 

 平成２４年３月に実施された福岡県の「人権問題に関する県民意識調査」と設問が重なる部

分において比較をしておりますが、全体としましては、県に比べまして、飯塚市民の人権意識

が高い傾向が見られます。 

 次に、資料の６ページからになりますが、地区住民の生活実態調査では、「世帯員基本調

査」「健康調査」「就業調査」「無職者調査」「福祉関係調査」「住宅関係調査」「結婚調

査」「文化・情報調査」の８テーマに分類しまして、まとめと考察を行っております。主なも

のとしましては、資料７ページの上段のほうの⑨「貯蓄」では、最も割合が高いのは「貯蓄な

し」で、資料８ページの上段のほうの③「年収」では、年収１５０万円未満の人が約４割とな

っております。病気などの急な問題等が生じた場合、非常に不安定になることが予想されてお

ります。 

次に、申し訳ございませんが資料７ページに戻っていただいて、第３章①「就労の有無」に

ついては、学歴別では、「仕事を主にしている」割合は「短大・高専」が最も高く、次が「大

学・大学院」「高校・旧制中学」「小・中学校」と続いています。このことは、できるだけ高

い学歴をつけることが就業率を高めることになることもみられ、今後の進学保障への対応が求

められています。また、就労のための相談体制、教育機会の拡充や就労中の研修の充実も重要

であると考えられます。 

時間の都合上、設問一つ一つについてご説明ができませんが、今回の調査結果につきまして

は、これまでの人権同和行政の成果の検証と、今後の方向性を見出し、また、平成２７年度に

飯塚市人権教育・啓発実施計画の見直しを行いますが、その際に、この結果を反映させるとと

もに、市民・市職員の人権・同和問題に関する啓発及び研修会等にも資料として活用し、関係
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各課と連携し人権同和問題の早期解決に努めてまいりたいと考えております。 

以上、報告を終わります。 

○委員長 

 報告が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますので、ご了承願います。 

次に、「臨時福祉給付金の支給状況について」報告を求めます。 

○臨時福祉給付金支給業務室主幹補 

「臨時福祉給付金の支給状況について」ご説明いたします。 

お手元の資料をご覧ください。昨年４月１日から消費税が８％に引き上げられたことに伴い、

臨時的な給付措置として臨時福祉給付金を支給するものでございます。なお、給付金支給業務

の円滑化と効率化のために、子育て世帯臨時特例給付金と一体的な申請受付業務が終了いたし

ました。 

支給対象者数は、３万１６７５人となっております。３月２日現在の申請支給状況では、支

給申請者数は２万９８９１人、支給対象者数に対しまして申請率が９４．４％、支給決定者数

は２万９８０５人となり、支給決定金額は３億７６２３万５千円、支給対象者数に対して支給

決定率は９４．１％となっております。 

なお、申請受付につきましては、支給対象者の方々への申請書の一斉発送を実施し、未申請

者の方々には、申請勧奨の案内文書を郵送するなど、支給対象者の皆様への周知に努め、支給

申請の受付と給付金の支給に取り組んでまいりました。 

以上、簡単ですが、「臨時福祉給付金の支給状況について」報告を終わらせていただきます。 

○委員長 

 報告が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますので、ご了承願います。 

次に、「手持ち工事の取扱いにおける特例措置（時限措置）の導入について」報告を求めま

す。 

○契約課長 

「手持ち工事の取扱いにおける特例措置（時限措置）の導入について」ご報告いたします。 

本年度は新庁舎、小中一貫校など大型かつ大量の工事発注を行ってきたところでございます

が、これらの工事は工期が１年以上の案件も多く、その結果、平成２７年度に入りましても、

手持ち工事があり入札に参加できない業者が多く、業種によっては入札が成立しない、発注で

きない事態が発生することが予測されます。 

よって、お手元に配布しております資料のとおり、平成２７年度に限り時限措置といたしま

して、①発注該当業種において手持ちにより入札が成立しない場合。②入札辞退（業者の都

合）、この業者の都合とは、現場に配置できる人員が確保できない、または県等他の仕事を請

け負っており受注できる状態ではないことなどを指します。このような辞退により入札が中止

となった場合。以上のような場合には、その工事発注案件を業者選考委員会に諮り、手持ち工

事取扱いにおける特例措置の適用の可否を決定するものでございます。なお、手持ちの件数に

つきましては、１件までといたします。 

以上、簡単ではございますが、報告を終わります。 

○委員長 

 報告が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますので、ご了承願います。 
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次に、「飯塚市内の４年制大学における期日前投票所の設置について」報告を求めます。 

○選挙管理委員会事務局長 

飯塚市内の４年制大学における期日前投票所の設置につきまして、お配りしております資料

に基づきまして報告させていただきます。 

 現在、全国的に各種の選挙におきまして投票率が低迷している状況がございます。その中で

も特に若年層の投票率が低い状況がありまして、「若年層の選挙への関心を高める」ことが重

要課題になっております。 

このことにつきましては、選挙管理委員会としましても課題を認識し、また、本市議会のほ

うからも一般質問等におきまして検討するようご意見等をいただいておりました。 

このようなことを踏まえまして、市内の大学生に「選挙や政治を身近に感じていただきた

い」とのことから、愛媛県松山市が全国に先駆けまして大学内に期日前投票所を設置したこと

を参考といたしまして、本市におきましても大学内での期日前投票所設置について検討・協議

を行ってまいりました。 

この度、本市内の九州工業大学情報工学部及び近畿大学産業理工学部の２つの４年制大学に

期日前投票所及び不在者投票所を設置することで、両大学からの協力も得られ、協議が整いま

したので、平成２７年４月に執行予定の福岡県知事選挙及び福岡県議会議員一般選挙、並びに

飯塚市議会議員一般選挙において実施することとなりました。 

 この取り組みは、福岡県はもとより、鹿児島市と同様に九州でも初めての取り組みとなりま

す。 

 なお、期日前投票所の期日につきましては、福岡県知事・県議会議員選挙では４月８日に近

畿大学、９日に九州工業大学、また、市議会議員選挙におきましては、４月２２日に近畿大学、

２３日に九州工業大学で、それぞれ１０時から１７時の間に開設することとしておりますけれ

ども、対象者につきましては、学生及び大学関係者に限らせていただくことといたしておりま

す。 

 今回からの取り組みが、若者の選挙や政治への関心の高まりに繋がることを期待していると

ころでございます。 

 以上、簡単ですが、報告を終わります。 

○委員長 

 報告が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますので、ご了承願います。 

以上をもちまして、総務委員会を閉会いたします。お疲れさまでした。 


